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共生ビジョンの変更について 

 

１ 定住自立圏構想推進要綱の改正に伴う変更 

 

定住自立圏構想推進要綱の改正に伴い、第２次徳島東部地域定住自立圏共生

ビジョン（以下「共生ビジョン」という。）を変更し、中長期的な将来の人口

目標及び成果指標を次のとおり定める。 

 

 ⑴ 中長期的な将来の人口目標 

国立社会保障・人口問題研究所における将来推計人口を見ると、今後、  

圏域人口は大きく減少するものとされている。 

共生ビジョンに掲げる事業を推進することにより、長期的には圏域の各市

町村の地方版総合戦略における将来人口を維持することを目標とし、中期的

には平成３７年の圏域人口の目標を次のとおりとする。 

                           （単位：千人） 

区分 
平成２７年 平成３７年 

実績 推計 目標 

 ０－１４歳 ５２ ４３ ４９ 

１５－６４歳 ２５４ ２２８ ２３４ 

６５歳以上 １２０ １３４ １３３ 

総数 

（うち年齢不詳） 

４３５ 

(9) 
４０５ ４１６ 

 出典：実績は、総務省「国勢調査」（10月 1日現在） 

    推計は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別将来推計人口」(平成 25年 3月推計) 

 

 

⑵ 成果指標 

成果指標は、施策単位で設定することとし、指標及び目標値（平成３２年

度）については、次のとおりとする。 

 

 

資 料 ３ 
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施
策
名

具
体
的
取
組

指
標

当
初
値

（
Ｈ
２
７
）

目
標
値

（
Ｈ
３
２
）

地
域
医
療
の
連
携

徳
島
市
民
病
院
と
の
連
携
強
化
事
業

連
携
施
設
か
ら
徳
島
市
民
病
院
へ
の
紹
介
患
者

数
（
年
間
）

1
2
人

1
5
人

子
育
て
環
境
の
充
実

病
児
保
育
事
業

病
児
保
育
利
用
延
べ
人
数
（
年
間
）

5
,9
3
3
人

7
,0
0
0
人

公
共
施
設
の
広
域
利
用

圏
域
内
図
書
館
相
互
利
用
事
業

相
互
利
用
登
録
者
数
（
累
計
）

2
,0
7
3
人

3
,4
0
0
人

圏
域
内
の
観
光
資
源
を
生
か
し
た
観
光
開
発
、
観
光
誘
致

観
光
開
発
・
観
光
誘
致
事
業

連
携
市
町
村
観
光
客
入
り
込
み
数
（
年
間
）

6
,7
0
3
千
人

6
,9
0
0
千
人

地
域
特
産
品
を
生
か
し
た
ブ
ラ
ン
ド
化
及
び
地
産
地
消
の
推
進

特
産
品
ブ
ラ
ン
ド
化
・
地
産
地
消
推
進
事
業

と
く
し
ま
ＩＰ
Ｐ
ＩＮ
店
認
定
数
（
累
計
）

2
0
2
店

2
1
0
店

地
域
資
源
や
企
業
等
の
技
術
を
活
用
し
た
産
業
の
育
成

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ビ
ジ
ネ
ス
起
業
支
援
事
業

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ビ
ジ
ネ
ス
セ
ミ
ナ
ー
参
加
者
数
（
年

間
）

6
8
人

8
0
人

圏
域
内
へ
の
企
業
誘
致
の
推
進

企
業
誘
致
活
動
推
進
事
業

誘
致
し
た
企
業
数
（
累
計
）

2
6
社

5
6
社

中
心
市
街
地
の
都
市
機
能
の
充
実

中
心
市
街
地
都
市
機
能
整
備
事
業

徳
島
ひ
ょ
う
た
ん
島
水
都
祭
来
場
者
数
（
年
間
）

3
万
人

5
万
人

鳥
獣
害
対
策
の
推
進

鳥
獣
害
対
策
推
進
事
業

鳥
獣
侵
入
防
止
柵
の
設
置
延
長
（
H
2
8
～
H
3
2
累

計
）

-
7
,5
0
0
ｍ

公
共
施
設
の
広
域
利
用

火
葬
場
整
備
・
利
用
促
進
事
業

連
携
市
町
村
住
民
利
用
者
数
（
年
間
）

（
供
用
前
）

1
5
0
人

環
境
保
全
活
動
の
推
進

地
球
温
暖
化
対
策
推
進
事
業

こ
ど
も
エ
コ
チ
ャ
レ
ン
ジ
ノ
ー
ト
配
布
部
数
（
年
間
）

4
6
1
部

1
,0
0
0
部
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施
策
名

具
体
的
取
組

指
標

当
初
値

（
Ｈ
２
７
）

目
標
値

（
Ｈ
３
２
）

圏
域
内
外
を
結
ぶ
道
路
網
の
整
備
促
進
等
の
連
携

圏
域
道
路
網
整
備
促
進
等
事
業

情
報
交
換
回
数
（
年
間
）

1
回

1
回

ス
ポ
ー
ツ
大
会
共
同
開
催
事
業

参
加
者
数
（
年
間
）

1
0
1
人

（
H
2
8
で
終
了
）

相
互
利
用
回
数
（
年
間
）

(H
2
9
か
ら
開
始
)

5
回

参
加
者
数
（
年
間
）

(H
2
9
か
ら
開
始
)

2
0
0
人

就
農
支
援
体
制
の
連
携
強
化

就
農
支
援
体
制
連
携
強
化
事
業

経
営
力
向
上
支
援
事
業
参
加
者
数
（
年
間
）

5
1
人

5
0
人

移
住
・
長
期
滞
在
の
推
進

移
住
・
長
期
滞
在
推
進
事
業

移
住
者
数
（
年
間
）

5
4
人

1
6
4
人

情
報
シ
ス
テ
ム
の
共
同
研
究

情
報
シ
ス
テ
ム
共
同
研
究
事
業

情
報
交
換
回
数
（
年
間
）

2
回

2
回

圏
域
内
市
町
村
職
員
の
人
材
育
成

圏
域
内
市
町
村
職
員
人
材
育
成
事
業

研
修
会
開
催
回
数
（
年
間
）

2
回

2
回

外
部
か
ら
の
人
材
の
確
保

外
部
人
材
共
同
招
へ
い
事
業

外
部
人
材
活
用
件
数
（
H
2
8
～
H
3
2
累
計
）

-
2
件

研
究
会
開
催
回
数
（
年
間
）

2
回

3
回

研
究
会
参
加
自
治
体
数
（
１
回
当
た
り
）

1
1
市
町
村

1
2
市
町
村

地
域
づ
く
り
活
動
の
育
成
・
支
援

地
域
づ
く
り
活
動
団
体
等
育
成
・
支
援
事
業

地
域
づ
く
り
活
動
の
参
加
者
数
（
年
間
）

4
8
7
人

1
,0
0
0
人

圏
域
内
市
町
村
の
行
政
運
営
機
能
の
強
化

行
政
運
営
に
関
す
る
研
究
会
開
催
事
業

文
化
・
ス
ポ
ー
ツ
交
流
の
推
進

ニ
ュ
ー
ス
ポ
ー
ツ
用
品
の
相
互
利
用
事
業
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２ 取組事業の変更に伴う変更 

 

 ⑴ 施策（文化・スポーツ交流の推進）の協定内容 ※変更なし 

圏域内の文化・スポーツの振興を図るため、住民がさまざまな文化・ス 

ポーツ活動に参加する機会を拡大し、文化・スポーツを通じた圏域内外の 

住民の交流を促進する。 

① 中心市の役割 

  連携市町村、関係団体等と連携し、文化・スポーツ交流に資する事業

を実施し、中心市の区域内の住民に周知して参加を促進するとともに、

連携市町村の調整を図る。 

② 近隣市町村の役割 

  中心市及び連携市町村並びに関係団体等と連携し、文化・スポーツ交

流に資する事業を実施するとともに、近隣市町村の区域内の住民に周知

し、参加を促進する。 

 

⑵ 具体的な取組事業 

   事 業 名： ニュースポーツ用品の相互利用事業 

   連携市町村： 徳島市・小松島市・上勝町・松茂町・北島町・藍住町・ 

板野町 

   事 業 内 容： 圏域内の市町村でニュースポーツ用品の相互利用を図る。 

   事 業 効 果： 糖尿病予防をはじめとする本県全体の取組を圏域内で拡

大できる。 

         ニュースポーツ用品の購入費の負担が抑えられる。 

既存のスポーツイベント開催時に活用することで、より大 

規模な大会の開催が可能となる。 

活用を想定する補助制度等：なし 

   成 果 指 標 ： 

 当初値(Ｈ27) 目標値(Ｈ32） 

相互利用回数 （未実施） 5 回 

参加者数 （未実施） 200 人 

 

以 上 

 


